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産業競争力会議・国際展開WG 資料
海外都市開発プロジェクトへの取り組みと国への要望

中国→中東・ロシア・ASEANへ拡大
海外収入16%, 2020年には20%へ
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1. 日建設計の海外戦略：日本の強みへの着目
Why Japan? の訴求に留意することで、市場の「扉」が開く

アジアの新興国や中東での競争相手は、

欧米が中心、シンガポール・香港等アジアを拠点とする事務所も加わる

Why Japan? ＋ Why NIKKEN? 

が潜在的顧客の腹にスッと落ちることが優位なビジネス展開の基本
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東京の強み01：東京の人口規模・人口密度
1. 日建設計の海外戦略：日本の強みへの着目

都市圏人口ランキング（２０１４）
首都圏は依然トップ

人口密度VS交通エネルギー消費
TODでは世界的に有名な図
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東京の強み02：東京の多心型都市構造+鉄道重視

Shinjuku 新宿

Shibuya 涩谷

Tokyo 东京

TODの地価高く経済的に成功
東京のダイナミクスを支える
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鉄道結節点に副都心
副都心起点に住宅地形成

1. 日建設計の海外戦略：日本の強みへの着目
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都心・郊外のTODの発展と電鉄会社のビジネスモデル

東急電鉄の収益・利益構造TODのビジネスモデル

1. 日建設計の海外戦略：熱心に売り込んできたもの
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省エネルギーな交通・建築・（生産活動）
安定性の高い電力供給・漏水無く水質高い上水道

1. 日建設計の海外戦略：熱心に売り込んできたもの
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省エネルギー建築からSMART CITYへ
：1970年代のオイルショック時から脈々と実績を蓄積

TOD*（公共交通指向型の都市開発）
：日本の大都市は鉄道中心の交通体系を基本とした都市構造
：阪急・東急など民鉄主体の都市整備が大きな役割
：東京は世界の大都市の中でも移動性の高いビジネス環境
＊TOD: Transit Oriented Development（公共交通指向型（都市）開発）

“SMART TOD”
の提唱・浸透に努力

1. 日建設計の海外戦略：SMART TOD

交通と建築が
主たるCO2排出源
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天津・于家堡地区 （400ha，東京臨海副都心とほぼ同面積）
・日本政府の資金拠出で設立されたLCT（Low Carbon Town）のFS案件
の第一号（天津・于家堡地区）でのコンサルティング業務を実施

・現実化に関してわが国（政府・企業共）は出遅れ、中国＋ヨーロッパで
事業化検討が進行中（弊社はコンサルタントに留まっている）

タイ・サムイ島 （252 km2 ・人口54,000人, 色丹島とほぼ同面積）
・LCMTの第二号（タイ・サムイ島）のFSも担当（地元コンサルを支援）
・詳細計画の予算化準備中（タイ＋APEC）
・アイランドグリッドが主体のスマートシティ化
・天津に比べ、日本企業の関心もやや高い

2. プロジェクト事例：APEC / LCMT
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２．プロジェクト事例：ホーチミン市全域都市計画
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２．プロジェクト事例：ホーチミン市中心部詳細都市計画
中心部面積：900ha
大丸有地区：120ha
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２．プロジェクト事例 ホーチミン市地下鉄1号線TOD
ベンタイン駅周辺総合開発
日比谷公園・丸の内のような所

日本のODAで整備が進む都市鉄
道1号線の始発駅、「ベンタン
中央駅」を中心とする複合ター
ミナルにふさわしい地下空間創
出を目指すF/S調査。

民間資金を活用した地下空間
（商業施設等）整備の事業ス
キームを検討
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土地利用計画図
Landmark Office
Mixed Use Office Emphasis
Mixed Use Residential Emphasis
Mixed Use Hotel / Cultural / 
Entertainment Emphasis
Mixed Use
Education/ Health Care
Open Space

50M-River Setback Area
Station Plaza
Temporary Use
Buffer Green
Podium Retail Emphasis
Blocks Already Approved
(Early Phase Development)
Block 13-14
(Early Phase Development)

タンカンエリア (48.8ha)再開発
豊洲のような所

駅周辺を高密度の複合用途に設
定

タンカン駅

タンカン駅隣接地に複合交通ターミナルを計画

タンカン駅

２．プロジェクト事例 ホーチミン市地下鉄1号線TOD
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２．プロジェクト事例：ホーチミン市地下鉄1号線TOD
1号線沿線（郊外部）TOD可能性検討
都心から10～30km圏

都市鉄道1号線：延長約20km（地下駅3駅、地上駅9駅）
ホーチミン市都市鉄道建設事業の効果を発現させるための、
・フィーダーバス路線
・駅前公共施設の整備
・駅前新都市整備

ベトナム国家大学
ホーチミン市校

サイゴンハイテクパーク

スイティエンウォーターパーク

サイゴンパール

タオディエン地区
（高級住宅エリア）
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２．プロジェクト事例：モスクワと東京

Moscow
Population 11,503,501 9,071,577 13,297,629
Area (㎢) 1,091 623 2,189
Population Density 10,544 14,561 6,076
Metro
Number of lines 12 13
Number of stations 182 285
Operating distance (km) 301 304

Tokyo
(23wards)

モスクワと東京23区の人口規模・人口密度はよく似ている
モスクワの交通混雑はひどく鉄道を重視した都市開発にシフトしつつある
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BOTANIC GARDEN
モスクワ

【計画概要】
ボタニックガーデン駅周辺開発
計画地 モスクワ、ロシア
計画区域全体面積約25.3 ha
延床面積140,000 ㎡ （住宅部分）
計画人口4,700 人
開発期間2013 年7 月-12 月 マスタープラン策定
プログラム- 住宅、商業、小学校・幼稚園

敷地はモスクワ市北部のボタニックガーデン
に隣接する緑豊かな地区である。
モスクワ市は慢性的な自動車交通渋滞に悩ま
されており、公共交通利用を促進して40%に引
き上げる計画を持っている。その一環として
貨物用の鉄道を旅客化する環状鉄道構想があ
り、今回の敷地はその中でも先行する新駅と
既存メトロ駅との乗り換えの交通結節点とな
るため、新たにバスターミナルやパークアン
ドライド用駐車場を設け、モスクワ市での公
共交通ハブ形成のさきがけとなるプロジェク
トである。
日本における公共交通指向型の都市開発をベ
ースとして、今後の他駅への展開のモデルと
なるような開発を目指した。

コンパクトなサブセンター
北側に住宅地、南側にオフィス、ホテル、商
業のミクストユースをバランスよく配置し、
公共交通から徒歩圏のエリアにコンパクトな
サブセンター機能を集約する。

異なる交通手段間のスムーズな乗り換え
鉄道、メトロ、バス、タクシー、自家用車間
のスムーズな乗り換えを促進する。すばやく
、楽しく、あたたかく移動ができるよう地下
道や商業の中の通路をネットワークする。

緑豊かな環境
隣接するボタニックガーデンの緑を最大限敷
地内に引き込み、公園の中に住むような住環
境を実現する。

パークアンドライド駐車場

環状鉄道新駅

高速バスターミナル

住宅地へのサンクンガーデン

歩行者ネットワーク
特に住宅から小学校・幼稚園への
動線は車道と完全に分離している

オフィス

ホテル

商業

既存メトロ駅

バスターミナル

住宅

環状鉄道新駅

バスターミナル

敷地北西より望む

南側のミクストユース、中心の円形が既存メトロ駅周辺の緑を住宅地に引き込む

計画地全体像

２．プロジェクト事例 モスクワ・ボタニスキーTOD開発
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２．プロジェクト事例 中国・TOD開発
深圳市前海地区
HUB STATION計画
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２．プロジェクト事例 中国・TOD開発
仏山地区
広東省、地級市
面積：3,848.48km2
人口：593万人

鉄道建設及びTODを担う中国企業と、2014年10月
TODに関する包括的なコンサルティング契約を締結
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２．プロジェクト事例 TOD出版＋講演活動

上：英語・日本語版 ASEAN,中東向け
右：中文版
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２．プロジェクト事例 TOD出版＋講演活動
ロシア語版：12月12日開催のMOSCOW URBAN FORUMでお目見得

モスクワ市長・副市長・首席建築家
都市計画研究所長の寄稿を頂く
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①省庁の支援策の統合的運用
•領域横断
例：Smart City + TOD （鉄道・都市・ライフライン・環境配慮）

•組織横断
例：JICA, JBIC, JOIN, NEDO, APEC

３．国への要望事項

TOD都市開発
（駅一体型/交通結節強化）

DHC配管
スマートグリッド（地域電力網）

総合的運用による支援
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②事業主体設立を目指した詳細FSへの支援
•事業前提環境の整理（法・制度・保険）＋関係者合意形成＋資金支援
例：ミャンマーPPV（Project Promoting Vehicle）

３．国への要望事項

ミャンマー政府
（国家経済開発省）

事業
会社

事業
会社

事業
会社

事業
会社

事業
会社

事業
会社

PPV

援助資金・許認可取得支援
（事業会社設立に向けた支援）個別プロジェクト
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③当該国の都市政策重要人物へのG to Gのアプローチと人脈活用
•都市整備行政に影響力を有する政府系人材に日本の都市政策が参考になる
ことを刷り込む
例：シンガポールURAトップ、ジャカルタ州副知事、モスクワ副市長

３．国への要望事項

MIPIM2014 佐々木国土交通審議官
（＠カンヌ）

SMART TOD forum
（＠ジャカルタ日本大使公邸）
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④制度構築支援＋相手国行政実務者の研修
•制度構築支援＋相手国行政実務者の研修
•制度立案、人材育成からの支援が必要
例：都市整備事業手法、官民連携、地下街整備

実務者の日本での研修、相手国での組織立上げ・運営支援

３．国への要望事項

JICA 国別（C/P）研修

実務者の受け入れ
（政策運用人材の育成）

（研修派遣）

制度輸出
運用技術支援

当該国政府

制度運用組織
政策研修
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⑤都市に関するONE STOP窓口の設置とプロモーション活動

•海外政府が都市整備に関し日本に相談したいと思った時の一義的な窓口
•日本の都市セールスを主導するプロモーション活動の主体
例：シンガポール Centre for Liveable Cities, ポートランド WBGC

３．国への要望事項

オレゴン州ポートランド
WE BUILD GREEN CITIES

WE BUILD GREEN CITIES

ポートランド市の開発公社（PDC）と
民間企業団（建築、環境・設備、エネ
ルギー会社、供給処理、交通、不動産
・金融等）が一体・連携してグリーン
シティづくりを実践。
TIFの仕組みを使い、都市開発による
付加価値形成を事業資金化
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⑥相手国政府所有開発敷地/開発権の先行取得

•政府としての資金調達が優先課題で、前提条件が曖昧なままFDIの募集が
なされるケースが多い
•一等地で長期的には投資すべきであっても、日本の民間企業では投資判断
ができない
例：ミャンマー ヤンゴン中央駅・駅前地区

３．国への要望事項
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日本型都市開発“SMART TOD”に対する期待は大きいと実感
官民が連携したシティ/ソリューション・セールスが有効と考えます

有難うございました
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